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　知財高裁は、2005年4月1日に発足し、また弁
護士知財ネット※も同年4月8日にクレオで開催さ
れた設立総会からその活動を開始し、両組織は
共に本年4月で満10年を迎えました。
　その創設10年の節目となる年に、我が国知財
司法の国際的プレゼンスの一層の向上も念頭に、
特許庁、日弁連及び弁護士知財ネットの共催で、
4月20日にクレオにおいて盛大に国際シンポジウ
ム「知財司法の未来に向けて」が開催され、そ
の模様は新聞紙上をも賑わしました。
　この国際シンポにおいては、設樂隆一知財高
裁所長や伊藤仁特許庁長官らの挨拶に始まり、日
本・米国・英国・フランス・ドイツの5か国による、
過去に類例のない国際模擬裁判が行われました。
各国の知財訴訟を担当する現役裁判官と知財弁
護士とが、本国での本番さながらに、現在、世
界的に議論されている同一の題材（FRAND宣言
をした標準必須特許に基づく差止請求及び損害
賠償請求の可否が問題となる仮想事件素材）を

巡って、順次、
模擬裁判を展
開していきま
した。 
　模擬裁判と
はいえ、その
グレードの高
さは、参加さ
れた各国裁判

官の所属をみれば、一目瞭然であり、まさに、
夢の共演です。すなわち、開催国・日本は知財
高裁の設樂隆一所長（裁判長）と中村恭判事、
大寄麻代判事の合議体、米国は日本の知財高裁
に 相 当 す る 合 衆 国 連 邦 巡 回 区 控 訴 裁 判 所

（CAFC）のシャロン・プロスト（Sharon Prost）
長 官、 英 国 は 知 的 財 産 企 業 裁 判 所（IPEC）の
リチャード・ヘーコン（Richard Hacon）判事、フ
ランスは日本の最高裁に相当する破毀院（Cour de 
Cassasion）のアラン・ジラルデ（Alain Girardet）
判事、そして、ドイツも日本の最高裁に相当する
連邦通常裁判所（Bundesgerichtshof）のクラウス・
グラビンスキー（Klaus Grabinski）判事です。
　さらに、各国の登壇者
には、本国の裁判で着用
する法服等を持参いただ
き、例えば、英国の模擬
裁判ではかつらも着用し
て法廷（弁論）を再現し
ました。その迫力たるや
相当のもので、午前・午
後に亘る長時間のイベン
トであったにも関わらず、
600名を超える一般聴衆も
釘付け状態でした。また、
各国裁判官の入・退廷時は、聴衆も法廷での傍
聴人という位置づけで、全員起立して礼を尽く
したのも壮観でした。

　その後の
パネルディ
スカッション
では、模 擬
裁判を行っ
た各国裁判
官と弁護士
全員とモデ

レータの計18名が登壇しました。中央に各国裁
判官が居並ぶ様は、仮に「国際知財裁判所」と
いうものがあれば、このような大合議になるの
かと思わせるものでした。
　国内外に非常に大きなインパクトを与えたこ
の歴史的な国際シンポの実現にあたり、多大の
尽力をいただいた特許庁や知財高裁の皆さまに
厚く感謝申し上げます。また、日弁連側では、
林いづみ2013年度日弁連知的財産センター委員
長のリーダーシップ無くしては実現できなかっ
たイベントなので、ここに記させていただきます。

 「弁護士知財ネット」（「知財ネット」）とは
　知財立国を標榜する司法制度改革の中、知財
訴訟の専属管轄化や知財高裁創設が進む一方、
東京・大阪の大企業ではない、地域の中小・ベ
ンチャー企業や大学等研究機関の潜在的な知財
リーガルニーズに、弁護士はどう応えるべきか ?
知財ネットは、日弁連知的財産政策推進本部（現・
日弁連知的財産センター）内のプロジェクトチー
ムによる3年間の検討を経て、全国的な専門人材
の育成と機動的な地域密着型の司法サービスの
基盤確立を目指す弁護士のネットワークとして、
知的財産高等裁判所の創設と同じ2005年4月に立
ち 上 が り ま し た（ 活 動 の 詳 細 は http://www.
iplaw-net.com/参照。会員は全都道府県・8地域
会で約千名。随時入会可能）。

 「知財総合支援窓口」とは
　「知財総合支援窓口」とは、特許庁が全国に設
置した知財に関するワンストップ（無料）相談
窓口です（「窓口」。現在57か所。詳細は、「知財
ポータル」http://chizai-portal.jp/参照。全国支
援窓口の連絡先等の紹介、相談事例集及び特許
庁等からのお知らせを掲載）。全国の各窓口には
毎年、知財ネットが推薦する会員弁護士が専門
家として配置されています。なお、知財ネット

では、会員弁護士に特許庁の「知財人材データ
ベース」への登録も呼びかけています（http://
chizai-jinzai-db.go.jp弁護士を含む専門家を紹介。
登録人材の経歴紹介・検索機能）。

中小企業知財支援における弁護士の役割とは
　弁護士の観点からは当然のことですが、知財
リーガルサービスには、知財分野の知識のみな
らず、企業間の取引や事業戦略、起業や承継、
職務発明や営業秘密の保護に関わる社内体制や
雇 用 問 題、 民 事、 刑 事、 水 際 の 救 済、 訴 訟 や
ADR、海外進出や国際取引など関連分野につい
ての、総合的な法的専門性が必要になります。
一見、単なる出願相談にみえても、取引先との
共同研究開発なのか、その契約の枠組みや条件
に問題はないか、職務発明、営業秘密の問題は
クリアしているか等、弁護士ならではの総合的
な法的専門性をもってローヤリングすることに
より、相談者の「気づき」を生み次のステップ
につながる支援ができます。
　現在、各窓口への、弁理士の配置は週1回程度
ですが、弁護士の配置は月1回程度です（今年4
月から19か所で月2回へ）。知財ネットでは、「こ
の相談は弁護士未満」といった風潮を変えるよう、
様々な取組みを積極的に進めています。

　2015年の通常国会（第189回）では、特許法
等の一部を改正する法律と不正競争防止法の
一部を改正する法律が成立しました。前者では、
職務発明の特許を受ける権利を発生時から使
用者等に帰属させることを社内規則等により
可能にする見直しなどが行われ、その際に従
業者等が受ける権利を有する相当の金銭その
他の経済上の利益の内容については指針が今
後定められることになりました。後者では、
営業秘密侵害行為につき、民事訴訟での被害
者の立証負担を軽減したり、営業秘密侵害罪
を非親告罪とし、罰金刑を引き上げたりする
改正が行われました。日弁連では、前者に関
し2014年5月7日、 同 年10月9日、2015年1月14
日の3度にわたり意見書を提出し、後者に関し
2015年1月30日に意見書を提出して、制度改正
の議論に関わってきました。日弁連の意見書
については日弁連ウェブサイトで読むことが
できます（HOME ＞ 日弁連の活動 ＞ 会長声
明・意見書等 ＞ 意見書等 ＞ 分類一覧 ＞ 知財）。

　日弁連知的財産センターは、日弁連の中で知的財産政策全般を取り扱い、その活動も多岐に渡っています。今回は、知財高裁及び弁護士知財
ネット創設10周年記念シンポジウム、全国の知財総合支援窓口における弁護士の活動、最近の知的財産法改正の動向についてお伝えします。

国際シンポジウム「知財司法の未来に向けて～知的財産高等裁判所創設10周年記念～」

知財総合支援窓口における弁護士の活動 2015年の
知的財産法改正の動向

日弁連知的財産センター前委員長　伊原　友己

日弁連知的財産センター副委員長・弁護士知財ネット事務局長　林　いづみ

日弁連知的財産センター事務局次長
　山口　裕司

模擬裁判の様子（フランス）ー「入廷」時
には実際の裁判さながらに起立が行われた

かつら（ウィッグ）を
着用した代理人役（英国）

5カ国18名が登壇したパネルディスカッション

※旧日弁連知的財産政策推進本部〔現日弁連知的財産セン
ター〕の取組みとして、知財分野を手掛ける弁護士の養
成や機動的な全国展開等を企図して設立された任意団体
であり、日弁連知的財産センターに戦略本部的機能が期
待されるとした場合、弁護士知財ネットには全国津々浦々
あるいは国外で実践する別動隊的な役割が期待されるも
のであり、国内外に約1000名の会員を擁する全国組織で
ある。

2015年4月20日クレオ
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